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１．日時・場所 

日時：平成 28 年 2 月 12 日(金曜日)10 時 00 分－12 時 00 分 

場所：特許庁 16 階共用会議室 

 

２．出席委員 

 大渕分科会長、飯田委員、伊丹委員、沖野委員、片山委員、菅野委員、君嶋委員、

久貝委員、釘宮委員、高山委員、中鉢委員、土肥委員、中村委員、野坂委員、林委員、

春田委員、亀井様（御供委員代理）、早稲田委員 

 

３．議題 

（１）特許法の改正報告と職務発明ガイドラインについて 

（２）TPP 担保に係る法改正事項について 

（３）不正競争防止法に関する最近の動きと「秘密情報の保護ハンドブック～企業価

値向上に向けて～」 

（４）知的財産をめぐる最近の動向について 
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１．開会 

 

○大渕分科会長 おはようございます。 

 定刻になりましたので、ただいまから産業構造審議会第７回知的財産分科会を開催いた

します。御多忙の中、お集まりいただきまして誠にありがとうございます。 

 本日は、お手元の議事次第にございますように、議題が４項目ございます。最初の議題

といたしましては、昨年の職務発明に関する法改正概要と職務発明指針案について取り上

げます。 

 次に、二つ目の議題といたしまして、ＴＰＰ担保に関する特許法と商標法の改正事項に

ついて、事務局より報告の上、御議論いただきます。 

 次に、三つ目の議題といたしまして、昨年の不正競争防止法に関する最近の動きと「秘

密情報の保護ハンドブック～企業価値向上に向けて～」について、御報告いたします。 

 最後に、四つ目の議題といたしまして、「知的財産をめぐる最近の動向について」とい

たしまして、この１年間の取組成果や最近の小委員会での検討状況等について、御報告い

たします。 

 本日は、議題ごとに時間を区切って、それぞれの議題ごとに事務局より資料説明を行っ

た後で、それに対する質疑応答を行う、という形で進行させていただきます。 

 

２．配付資料の確認等 

 

 それでは、議題に移る前に、新たな委員の御紹介、委員の出欠状況及び定足数、配付資

料、本分科会の公開及び議事録の取扱い等に関しまして、事務局から御確認をお願いいた

します。 

○米田総務課長 事務局を務めております総務課長の米田でございます。 

 まず、新たに本分科会の委員になられた方々について、御紹介させていただきます。 

 日本弁理士会会長、伊丹勝委員。 

 続きまして、日本消費生活アドバイザー・コンサルタント相談員協会理事・広報委員長、

釘宮悦子委員。 

 日本労働組合総連合会経済政策局長、春田雄一委員。 

 以上３名の方々に加えまして、本日、御本人は御欠席でございますが、日本知的財産協
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会副会長・ソニー株式会社業務執行役員ＳＶＰ知的財産担当の御供俊元委員にも御就任い

ただきましたので、御報告申し上げます。 

 本日は、御供委員の代理として、日本知的財産協会の亀井理事長に御出席をいただいて

おります。 

 なお、小林委員、竹中委員、田原委員、宮島委員、渡部委員は、本日は御都合により御

欠席という御連絡を頂戴いたしております。また、早稲田委員は所用のため途中退席され

ると伺っております。 

 以上、全委員の過半数を超える17名の委員の方々に御出席いただいておりますので、

「産業構造審議会令」第９条に基づき、本日の分科会は成立いたしております。 

 次に、配付資料につきまして、お手元の配付資料一覧にございますとおり、本資料が資

料１－１の「職務発明に関する法改正の概要と指針（ガイドライン）案の概要」から資料

４－２の「知的財産をめぐる最近の主な取組について」まで、枝番がございますが合わせ

て７点ございます。また、参考資料が２点、合わせて計９点、お手元にお配りしておりま

す。 

 また、議題３に関連いたしまして、委員の方々だけでございますけれども、委員の皆様

の机の上には「秘密情報の保護ハンドブック～企業価値向上に向けて～」の全文を置かせ

ていただいております。 

 不足・落丁等はございませんでしょうか。ございましたら、お申し出いただければと思

いますが、よろしゅうございますでしょうか。 

 続きまして、本分科会の公開についてでございますけれども、一般の方々の傍聴を認め

ることとし、特段の事情がある場合を除き、会議後に議事録と配付資料を特許庁のホーム

ページにおいて公開したいと存じます。 

 また、議事録に関しましては、委員の皆様方に後日内容を御確認いただきたいと存じま

すので、よろしくお願いいたします。 

 また今日は、マイクがそれぞれお手元にございますけれども、スイッチを押して御発言

をいただくことになっておりますので、その点、よろしくお願いいたします。御発言が終

わりましたら、スイッチをまたオフにしていただくよう、よろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上でございます。 

 

３．伊藤長官挨拶 
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○大渕分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、まず初めに伊藤特許庁長官から一言御挨拶をお願いいたします。 

○伊藤長官 本日は、本当にお忙しいところお集まりいただきましてありがとうございま

す。また日頃特許行政全般に関しまして、御支援と御協力をいただきますことを改めて感

謝申し上げたいと思っております。 

 年が明けてから、大変、経済全体も不透明な状況になってきて、日々激変しているとい

うふうに認識しております。 

 これからどういう展開になってくるかはなかなか予断を持って見通せないわけでござい

ますけれども、ただ、日本経済がずっと抱えてきた様々な課題があるわけでございますけ

れども、やはりここはしっかり腰を落ちつけて、日本の企業の競争力の強化と、それから

イノベーションをどういうふうに発展させていくかといったようなことをしっかりと取り

組んでいく時期だというふうに思っております。 

 その礎としての知的財産権の保護と利用の強化といったようなことについては、大変重

要な課題だと政府全体としても考え、取り組んでいるところでございます。 

 他方で技術革新の方も、ＡＩ、ＩｏＴといったような大きな流れがまた動いているとい

う状況でありまして、これもそんなにゆっくりした動きではなく、かなり速いテンポで産

業とか社会に対して影響を与えてくるというふうに思っております。 

 こういったような全般の中で、知財について、少なくとも毎年１回は全体としてどうい

う方向に進めていくべきかについて、各方面の方々から御意見を頂戴したいと思っており

まして、本日は、先ほど分科会長から御紹介いただきましたようなテーマにつきまして、

材料を出しまして、御議論いただきたいというふうに思っております。 

 どうぞ忌憚のない御意見をいただければと思っております。 

 本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

４－１ 特許法の改正報告と職務発明ガイドラインについて 

 

○大渕分科会長 御挨拶をありがとうございました。 

 それでは、議題に移らせていただきます。 

 本日の一つ目の議題について、私から、若干御説明いたします。 
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 昨年７月に、職務発明制度の見直しを含む「特許法等の一部を改正する法律」が第189

回通常国会にて成立、公布されました。これに伴い、改正特許法第35条第６項の職務発明

に関する手続の指針案について、特許制度小委員会にて審議を尽くしてきたところでござ

います。 

 このたび、小委員会での議論とパブリックコメントでの御意見を踏まえた指針案がとり

まとまりました。 

 そこで、本日は、事務局から、特許法改正の報告と、改正特許法第35条第６項の指針案

について説明を行います。 

 それでは、資料１、参考資料１について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○中野制度審議室長 制度審議室長の中野から御説明申し上げます。 

 資料１、「職務発明に関する法改正の概要と指針（ガイドライン）案の概要」をご覧く

ださい。 

 まず資料の説明をいたします。 

 資料１は、先般の特許法改正の内容と指針案の概要を説明した資料でございます。参考

資料１は、小委員会でとりまとまった指針の案になります。参考資料の方は大部になりま

すので、本日は資料１に基づいて御説明申し上げます。 

 資料１をおめくりいただだきまして、最初のページですが、「特許法等の一部を改正す

る法律の概要」というタイトルでございまして、具体的な措置事項、職務発明の活性化、

特許料等の改定、特許法条約、シンガポール条約への加入という三つの措置事項がござい

ました。 

 一番下の公布までの経緯と今後のスケジュールを簡単に御説明いたしますと、平成27年

３月13日に改正法案の閣議決定がなされまして、第189通常国会に提出されまして、27年

６月２日に本会議にて可決、７月３日に参議院本会議にて可決成立いたしまして、７月10

日に公布されました。 

 今後の予定ですが、平成28年４月１日に改正法の施行を予定してございまして、この施

行後に経済産業大臣が指針、いわゆるガイドラインを告示するというスケジュールになっ

てございます。 

 次のページ、１ページと振ってあるところですけれども、職務発明制度の見直し（今般

の改正）とございまして、条文要綱というところにございますけれども、三つの柱がござ

いまして、まず①従業者等がした職務発明については、契約、勤務規則、その他の定めに
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おいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権利を取得させることを定めたときは、その特

許を受ける権利は、その発生した時から使用者等に帰属するものとする。 

 それから②従業者等は、使用者等に特許を受ける権利を取得させた場合には、相当の金

銭その他の経済上の利益を受ける権利を有するものとする。 

 それから③経済産業大臣は、産業構造審議会の意見を聞いて、相当の金銭その他の経済

上の利益の内容を決定するための基準の策定に際して、使用者等と従業者等との間で行わ

れる協議の状況等について指針を定めるとございまして、この指針というのは、いわゆる

ガイドラインでございます。 

 このガイドラインについて御説明申し上げます。 

 ページをおめくりいただきまして、２．改正特許法第35条第６項の指針案の概要と題さ

れているところをご覧ください。 

 この指針ですが、相当の利益の付与に関する手続を定めるものでございまして、法律上

は、この下の色で囲ってあるところをご覧いただきますと、基準案の策定に対して、使用

者と従業者等で、まず①基準案の協議が行われます。基準案が確定しますと、②赤い四角

囲いですけれども、基準案の社内での開示が行われます。それから、その上で、青い四角

ですが、相当の利益が決定されますと、③意見の聴取が行われまして、相当の利益が確定

するというのが一番大きな流れになってございまして、その指針案ではこの①②③の手続

の適正な在り方について明示しているということになります。 

 次のページをご覧いただきますと、この三つの手続のうち、①協議でございますけれど

も、協議について、ポイントだけ書いてあるところを申し上げますと、協議とは、その策

定に関して、基準の対象となる職務発明をする従業者等又はその代表者と使用者等の間で

行われる話合い全般を意味するということになっておりまして、協議の対象者は基準が適

用される従業者等となります。 

 それから２の協議の方法ですが、これは今回のガイドラインの基本的な考え方なのです

けれども、民間の自主性を尊重するというような理念がありまして、いろいろなやり方が

ある、それを許容していくような、そういう精神に則っておりまして、そうしたことから、

この協議の方法につきましては、特定の方法をとらなければならないという制約をしてい

るものではありません。 

 また、その従業者等全員ではなく、その代表者を通じて話合いを行うことも、協議と評

価されるということになります。 
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 代表者が、ある従業者等を正当に代表しているという場合には、その代表者を通じて話

合いを行うこともできるわけでございますけれども、それはその従業者等が代表者に対し

て使用者等との協議について委任をしているというようなことがある場合ということにな

ります。 

 協議の程度でございますが、話合いの結果、合意までは求められるものではございませ

ん。ございませんけれども、協議の状況としては、実質的に協議が尽くされているという

ことが望ましいということになります。 

 １ページめくっていただきまして、次は指針に定める適正な手続の概要の②でございま

して、開示になります。開示は、基本的な考え方は、基準の適用対象となる職務発明をす

る従業者等が、その基準を見ようと思えば見られる状態にすることを意味するということ

で定義してございます。 

 開示のポイントですけれども、開示の対象は、言うまでもなく従業者等でございますけ

れども、２．開示の方法、これもまた特定の方法をとらなければならないという制約はご

ざいません。 

 ただ、例示を幾つか挙げていまして、従業者等が見やすい場所に掲示する場合もあるで

しょうし、基準を記載した書面を交付する。電子メールなどによる配信、あるいはイント

ラネットでの公開など、いろいろなやり方があるということを例示してございます。 

 開示の程度は、ここにありますように相当の利益の内容や付与条件その他について、具

体的に開示されているということが必要であるとしてございます。 

 またページをおめくりいただきまして、５、次は③意見の聴取でございます。意見の聴

取につきましても、ポイントの２にございますが、これもやはり特定の方法をとらなけれ

ばならないというふうに制約を課してはございません。また意見の聴取の時機は、あらか

じめ意見を聴取した上で、相当の利益を具体的に付与するということもあり得ますし、逆

に相当の利益を付与した後に意見を求めるというようなやり方もございます。 

 共同発明をした場合の意見の聴取の状況など、そういったケースに、複数の従業者等が

共同発明した場合の意見の聴取の仕方なども、その共同発明した従業者等ごとに不合理性

の判断がなされるというような形で、割といろいろな想定される事例について、ガイドラ

インで書いてございます。 

 ３番目の意見の聴取の程度ですが、これもやはり合意までは求められてございませんが、

意見に対して使用者等は真摯に対応する必要があるということで、具体的には、意見が出
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た場合に、何の返事もしないとか、そういったことは、真摯な対応とは言えません。そう

いったことをガイドラインに書いているということでございます。 

 以上が大きな柱三つなのですけれども、６ページ、その他ということで、今回の法改正

に伴いまして、あるいはいろいろ限界的な事例と申しますか、いろいろな事例がございま

すので、従業者の方、あるいは各社で使用者の方も含めて、どう基準を作っていくか迷わ

ないように、いろいろ審議会での御議論を踏まえまして、書いてございます。 

 そのうちの一つが、金銭以外の相当の利益というものがどういったものかというような

ことも書いてございます。 

 相当の利益の具体的内容でございますけれども、まず第一に経済的価値を有するもの。

名誉を表するだけではなく、経済的価値を有するものである必要がある。それから職務発

明をしたことを理由としていることが必要であるというふうなことを書いた上で、五つば

かりの例示をしております。 

 使用者等負担による留学の付与、あるいはストックオプションの付与、金銭的処遇を伴

う昇進・昇格、法定を超えた有給休暇の付与、あるいはライセンスといったことを具体的

な内容として、例示してございます。 

 ７ページ目ですが、新入社員や退職者といったケースについても、新入社員につきまし

ては、当然、入社したときには既に基準があるわけでございますけれども、それについて

は使用者等と新入社員との間で基準に関しての話合いを行うことが望ましい。あるいは退

職者については、相当の利益を退職後も与え続けるということだけではなく、退職時に相

当の利益を一括して与えることも可能であるというふうに定めてございます。 

 １ページめくっていただきまして、そのほか、基本的には企業の職務発明規程に関する

ガイドラインを基本としておりますが、大学、あるいは中小・零細企業のようないろいろ

な組織がございますので、例えば中小企業については、その規模に応じた簡易な手続も可

能ですというふうに、柔軟に書いてございます。また、大学においても、大学固有の組織

の在り方に応じて協議してくださいというようなことを書いてございます。 

 最後の参考ですけれども、参考１、参考２ですが、職務発明に関する具体的な御相談の

窓口というのを「知財総合支援窓口」というのを御用意してございます。 

 私からの説明は以上になります。 

○大渕分科会長 御説明をありがとうございました。 

 指針案につきましては、既に学者、産業界、労働界、研究者等に、委員として御参加い
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ただいている小委員会にて、十分に議論を尽くしてとりまとめられた案になります。 

 委員の皆様からの特段のコメント等がなければ、こちらの指針案で御承認いただけると

いうことでよろしいでしょうか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○大渕分科会長 異議なしということで、ありがとうございました。 

 改正特許法第35条第６項の指針案につきましては、御承認いただいたということで、指

針案についての議論を終了いたします。 

 なおこの指針案は、改正法施行後、改正法第35条第６項に基づき、委員の皆様に御確認

いただくことになっておりますが、改正法施行後の指針案と本日の指針案に変更の予定は

ございませんので、改正法施行後、書面審議という形式にて行いたいと存じます。 

 具体的には、後日御連絡させていただきますので、御承知おきいただけますと幸いでご

ざいます。 

 

４－２ ＴＰＰ担保に係る法改正事項について 

 

○大渕分科会長 それでは続きまして議題２「ＴＰＰ担保に係る法改正事項について」と

いう議題に入りたいと思います。 

 まずは、資料２－１と２－２について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○中野制度審議室長 引き続きまして制度審議室長の中野の方から御説明申します。 

 まず資料ですが、資料２－１は、特許法についてＴＰＰ協定の概要と担保の在り方につ

いて説明した資料でございます。資料２－２は商標法についてＴＰＰ協定の概要と担保の

在り方について説明した資料になります。本日はこの資料２－１と２－２に基づき御説明

申し上げます。 

 資料２－１をご覧ください。 

 表紙をめくっていただきまして、ＴＰＰ協定におきまして、特許法関係では、二つ定め

られてございます。 

 一つは、いわゆるグレースピリオドを12か月とするということの義務付け。それから二

つ目が期間補償のための特許権の存続期間の延長制度の導入の義務付けでございます。 

 １ページめくっていただきまして、まずそのグレースピリオドの方でございますけれど

も、特許法では、現行法におきましては、特許出願前に既に公表されている発明は、新規
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性がないものとして権利化することができないのが原則でございますけれども、公表から

６月以内に出願した場合について、例外として救済する措置を規定しているところでござ

いますが、この６月というのが、今回のＴＰＰの協定を踏まえまして、12か月に延長され

るというのが１点目でございます。 

 次、めくっていただきまして、もう一つの期間補償のための特許権の存続期間の延長制

度というものでございますが、これは、これまで現行法におきましては、期間補償のため

の特許権の存続期間の延長制度というものは、存在はしてございませんけれども、特許権

の存続期間は、原則、出願から20年で満了するため、権利化までに時間がかかった場合に

は、その分の権利期間が短くなるということになります。 

 ＴＰＰ協定におきましては、「不合理な遅延」の補償という、期間の延長ということが

定められてございまして、特許出願の日から５年を経過した日、または出願審査の請求が

あった日から３年を経過した日のいずれか遅い日以後に、特許権の設定の登録があった場

合に、特許権の存続期間の延長ができる制度を設けるということになります。また、その

延長登録出願により、特許権の存続期間を延長することができるということで、当該延長

登録出願について、審査官が審査を行うことになります。 

 １ページめくっていただきまして、このＴＰＰ協定上の「不合理な遅延」という考え方

ですが、協定上はどのようになっているかというのを、ここに御説明していますが、不合

理な遅延は、以下の、この（１）（２）（３）とあるところにつきましては、遅延の決定

において、控除することができる。延長の期間から外すことができるということになりま

す。 

 それは第一に、特許を与える当局による特許出願の処理または審査の間に生じたもので

はない期間、第二に、特許を与える当局が直接の責めに帰せられない期間、それから第三

に特許出願人の責めに帰せられる期間、こちらの方は控除することができるということに

なります。 

 具体的に少し例を申し上げますと、特許出願の処理または審査の間に生じたものではな

い期間といいますのは、拒絶査定不服審判や審決取消訴訟、行政不服審査の期間などがご

ざいます。それから特許を与える当局が直接の責めに帰せられない期間、あるいは特許出

願人の責めに帰せられる期間として例示を挙げてございますが、天災等による手続の中止

期間や、出願人の破産等による手続の中断期間、こういったものが控除されるということ

になります。 
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 ６ページ目、１ページめくっていただきますと、こういった制度を国内法で整備するこ

とによりまして、知的財産権の保護と利用のレベルが必ずしも高いとは言えないＴＰＰ域

内の新興国におきまして、こうした制度が整備されることにより、我が国企業が進出した

ときに、海外の事業展開が促進されるという効果が期待されるということになってござい

ます。 

 続きまして、資料２－２、ＴＰＰ協定上、商標法についても規定がございます。資料２

－２の表紙をめくっていただきまして、商標法に関係するところのＴＰＰ協定概要は、商

標の不正使用につきまして、法定の損害賠償または追加的な損害賠償の制度を設けるとい

うことが定められてございます。これを国内法、商標法で担保するということになります。 

 次のページですが、ＴＰＰ協定の担保の在り方、３ページ目ですけれども、現行の損害

賠償制度は、まず民法の損害賠償の一般規定がございまして、侵害者は生じた損害を賠償

するというのが、まず基本となりまして、その上で商標法におきまして、第38条で、立証

負担を一定程度軽減する規定が書かれてございます。第１項、第２項、第３項とございま

す。 

 今回の民法の「生じた損害を賠償する」という原則を踏まえてのＴＰＰの担保の考え方

に基づきまして、平成27年11月25日に、ＴＰＰ総合対策本部決定におきまして、商標不正

使用に対する民法の原則を踏まえた法定の損害賠償制度等に関し、所要の措置を講ずると

決定されまして、具体的にこの方針に基づきまして、検討を進めてきたところでございま

す。 

 次のページでございますが、４ページ目で、そういう本部決定の方針に従いまして考え

たときに、まず民法の原則、生じた損害を賠償するという原則を踏まえるということにな

りますので、追加的な損害賠償ではなく、法定の損害賠償の方を我が国としては選んで、

これに関する規定を整備することとしております。 

 具体的な措置ですけれども、商標の不正使用による損害の賠償を請求する場合において、

当該登録商標の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を損害額として請求できると

いうような、この規定を現行の第38条１項、２項、３項に追加して、４項目として、こう

いった規定を設ける方向で検討しているということでございます。 

 以上です。 

○大渕分科会長 御説明ありがとうございました。 

 ただいまの御説明を踏まえ、御質問や御意見はございますでしょうか。 
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 それでは林委員、お願いします。 

○林委員 ありがとうございます。 

 まずＴＰＰ協定を担保するための今回の法改正の審議の在り方について、１点御質問と、

それから内容について、商標関係について御質問させていただきます。 

 ＴＰＰ関連のこの法改正を、このように進めざるを得ないということは重々、諸般の事

情は理解するところでございますが、11月にこの大綱で方針が決まって以降、今回の知財

分科会で一回審議して、このまま法案提出ということになるのかどうか。その点について

は、一言異議を述べさせていただきたいと存じます。 

 ２点目、内容なのですが、商標法改正の方は、著作権法の改正と同様に、この法定賠償

を、民法の原則を踏まえて、法定の損害賠償に関する規定を整備するということで、塡補

賠償の範囲内とするという点については、異論のないところでございますが、既存の条文

との立付けの関係について、確認させていただきたいと思います。 

 特にこの資料２－２のスライドの４ページのところ、「具体的には、商標の不正使用に

よる損害の賠償を請求する場合において、当該登録商標の取得及び維持に通常要する費用

に相当する額を損害額として請求できる規定を追加する」という、この新しい新４項にな

るのでしょうか。これと現状の３項の条文、スライドの６ページにございますけれども、

「その登録商標の使用に対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭」という、この３項

との関係、３項の損害の中にあるのか、外にあるのか、その点を確認させていただきたい

と思います。 

○中野制度審議室長 ありがとうございます。 

 ただいまの御質問につきましてですが、第１項、第２項、第３項に追加して、第４項と

なる形でございます。 

 それで、これまでこの第１項、第２項、第３項につきまして、一応その４項で加えて、

この規定が入るということでございますので、仮に、権利者が新４項に従って請求し、か

つほかの残りの３項に基づいて請求することも可能だとは思います。それは、恐らく個別

の事案に基づいてなされるというようなことになるかと思います。 

 よろしいでしょうか。 

○林委員 その前提でもう一点だけお伺いしたいのですが、その場合、新４項での当該登

録商標の取得及び維持に通常要する費用に相当する額というのは、３項と同様に裁判所が

判断するものだと理解しておりますが、そうであるとすれば、この新４項において、「通
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常」という２文字は必要なものでしょうか。 

○中野制度審議室長 ありがとうございます。 

 まず当該登録商標の取得及び維持に通常要する費用というふうに書いたときに、念頭に

置いていたものでございますけれども、まずその商標の取得というのは、出願料、法定さ

れている出願料、それから維持というのは登録料を念頭に置いてございますけれども、通

常と加えましたのは、取得及び維持に通常として、出願料と登録料は基本あると思うので

すけれども、その他もろもろの費用が個別の事案に応じて加わることも否定しないという

ような考え方で、そこは個別の事案に応じて裁判所で御判断いただく余地を残すというよ

うなことで、通常要する費用としたものでございます。 

○林委員 過去にこの３項の法改正においては、その「通常」の２文字が損害額の低止ま

りに流れる傾向があるということで、「通常」の２文字を削除したという経緯もございま

す。今後の検討の中で、文言については、十分に検討されるべきではないかと思います。

以上です。 

○野坂委員 ＴＰＰ交渉がようやく合意したということを大変評価しております。知財関

係についても、知財で稼ぐ、そしてまたＴＰＰ加盟国、特に新興国でありますけれども、

日本の権利が不当に侵害されることのないように、新興国との制度調和を図る、大変意義

深いと評価しております。 

 本日、説明があった特許法の改正、商標法の改正、これもそういった日本の競争力強化、

あるいは権利の保護という意味で、妥当なのだと評価しております。 

 ただ、質問したいことがございます。まず商標法ですが、後ろの参考資料の説明が、本

日はありませんでした。参考資料を見ますと、現行の商標権の侵害に関する現状というこ

とで、説明資料がついております。インターネット上の権利侵害だとか、定性的なことは

そうなのだろうと理解します。一方で、例えば８ページにインターネット上の権利別模倣

被害率の推移と出ています。 

 しかし、実際、なかなか難しいのかもしれませんけれども、商標権の侵害による被害の

実態、金額ベースでは、役所としてもデータを持っていらっしゃらないのかどうか。追加

で説明していただきたいと思います。 

 と申しますのは、今、林委員が質問されていた損害賠償を請求する場合の相当額の書き

ぶりとも関連しますけれども、通常要する費用に相当する額というのは、ひょっとすると

恐らく被害額、損害額に比べると、かなり低いレベルになるのではないかなと思います。
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それゆえに、先ほど通常という言葉を入れることによって裁判所の判断、個別事案におけ

る判断の解釈の余地を残すという狙いかなと思うのですが、それも含めて、全体像の被害

の実態とその関連について、追加で説明していただければと思います。 

○中野制度審議室長 お答え申し上げます。 

 今、御指摘のありましたように、商標権の侵害に関する現状は、参考資料２で御指摘い

ただきましたように、インターネット上で侵害が、商標は多いというふうな実態が一つご

ざいます。 

 それでＴＰＰの協定上は、そこに鑑みまして、商標に関して、法定の損害賠償制度また

は追加的な損害賠償制度というのが要請されたということになります。 

 被害の実態なのですけれども、インターネット上のというもの限定というよりは、商標

一般ということで、手元の資料でお答え申し上げますと、特許庁の方で調べたところ、平

成17年から26年において、裁判所で損害賠償額の認容された額をざっと、平成17年から26

年になりますが、数えて調べてみたところ、１億円以上10億円未満というのも５件以下で

すけれどもございまして、また、大体100万円以上500万円以下というのが25件弱、20件は

超えてございます。それから500万円以上1,000万円以下というのが大体10件ぐらい。

1,000万円以上5,000万円以下というのが10件弱ぐらいということになってございます。そ

の一方で50万円以上100万円以下というのが五、六件、また５万円以上50万円以下という

のが10件弱、それから５万円以下というのも５件程度というように、億の単位から５万円

以下とか、非常に事案によって、ばらけているというふうな実態になってございます。 

○早稲田委員 私も商標法の方ですけれども、今まで38条３項でライセンス料損害額とし

ているというところで、今回、ＴＰＰの関係で法定賠償が入って、かつ、民法の原則を踏

まえたという条件があるというところで、４項をお作りになったという、非常に苦労され

て作られたのかと思ったのですけれども、ライセンス料はもう既に請求できるということ

で、３項だけではなくて、あえて４項を作られた御趣旨をもう少し御説明いただければと

思います。 

○中野制度審議室長 ありがとうございます。 

 ３項ですけれども、ある意味、３項も割と立証負担の軽減ということで、具体的に書い

てございまして、そういった意味では、法定の損害賠償制度と呼べるのではないかと、そ

んなような御指摘かと思います。 

 私どもも、そのような考え方も十分あり得るとも思ってはおるのですけれども、更に国
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内担保をしたと明確にするために、ほかのＴＰＰ参加国の例とかを見ましても、賠償制度

の下限であったり上限であったりを設けているところがございまして、一定の範囲を定め

ているようでございます。 

 そういった観点から言うと、現行第３項は、立証負担の軽減をさせるという意味では、

法定と呼べなくもないものの、範囲がないものですから、この範囲をある程度定めること

で、確実にＴＰＰを我が国として担保したというふうにしたいという考え方に基づきまし

て、今回、４項を定めたということになります。 

○早稲田委員 ありがとうございます。 

○土肥委員 ありがとうございます。 

 ＴＰＰの法定賠償制度に関しましては、商標と著作権について、かつ商標に関しては不

正使用、カウンターフィッティングで特定された、そういう制度ということで求められて

おるわけでございます。 

 先ほど来から、この点について質問あるいは意見が集中しておりますけれども、例えば

著作権の場合だと、この問題は非常に時間をかけて議論しております。商標に関しては、

本来、こういう話は商標小委を開いていただいて、慎重に議論していただくということが、

本当は必要だったのではないかと思います。 

 先ほど来から出ておりました新４項の「通常」というようなところは、例えば不正使用

というその観点から、整合性がどのぐらい強いのかというのは、感じておりましたけれど

も、これがあることによって、商品区分が複数にまたがったり、あるいは一つにとどまっ

たり、いろいろ侵害の形態も考えられますので、そういう点では、この「通常」があると

いうことによって、意味があるのではないかなというふうに、聞きながら考えたわけであ

ります。 

 しかしながら、いずれにしましても、特に商標に関しては、カウンターフィッティング

という、この関係で求められるとすれば、この出願料、登録料との関係で制度を構築して

いくということが、どのぐらい説明としては可能なのか、というのが少し気になるところ

でございますので、私の要望としては、こういう重大なことに関しては商標小委を開いて

いただきたいというのが一つある。 

 しかし、それができない場合はこういう重要なといいますか、より重い会議体において

検討していただくというのは、非常に結構だというふうに思いますけれども、今後、こう

いう場面も出てくるであろうと思いますので、十分考慮していただきたいと思います。 
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 「通常」に関しては、大体そういうふうに考えておるところでありますけれども、「通

常」というのは、そういうようなところで使えるというふうに考えられるのかどうか。こ

の点を質問させていただきたいと思います。 

 以上です。 

○中野制度審議室長 まず土肥先生、それから林先生からも御指摘を受けました、その審

議について商標小委で御審議いただかなかったことについては、おわび申し上げます。 

 大筋合意と急に決まりまして、私どもの方で、御審議いただくのに十分な考え方の整理

というのが、なかなかできないまま時間がたってしまったため、それでこういった分科会

という形で御審議いただくということになりました。御理解いただければと存じます。 

 それから「通常」という先生の御指摘につきましては、私どもとしては、今、お話を伺

いまして、そういう考え方があり得るのではないかというふうに思います。 

○君嶋委員 君嶋でございます。 

 38条に１項加えるという点について、先生方から「通常」の解釈についての御指摘がご

ざいましたけれども、私がこの条文を見たときに、最初にこういうふうに解釈されるのか

なと理解したのは、この商標の取得・維持に関して、通常必要な費用ということになりま

すと、弁理士費用などを想定するのではないかということでしたが、ほかの委員の先生方

のお話を伺っていると、必ずしもそのように皆さんが解釈されるとは限らないのかと感じ

ましたので、ここの解釈に関して、もう少し詰めていく必要があると感じました。 

 権利者の方からしますと、商標権の侵害の損害を主張する場合に、38条の現行法ですと、

どの項に基づいても、実際に何個売ったのか、幾らで売ったのかということを、ある程度

証明できないと、結局、損害額が低く算定されてしまうという問題がありますが、４項の

規定によりまして、侵害者がどのぐらい売ったのかということの立証が、極端な話、１個

だけ売ったということの証拠を出しても、この４項に基づいて、最低限の費用を請求でき

るということになるのかなと。 

 それは権利者にとってはメリットかと、条文のみを見て、解釈しただけですので、これ

が果たしてよい解釈なのかというのは、今後私自身も熟考しなければなりませんし、社会

での必要性ということも出てくるかと思いますが、立証の軽減ということからは、権利者

にはメリットがあるかなと、このように考えました。 

 以上でございます。 

○大渕分科会長 ありがとうございました。 
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 様々御議論いただき、いろいろな御意見がございましたが、方針といたしましては、本

日、事務局から御説明のございました方向性でよろしいでしょうか。 

 それでは、特に御異論はないということで、ありがとうございました。 

 

４－３ 不正競争防止法に関する最近の動きと「秘密情報の保護ハンドブック～企業価値

向上に向けて～」の報告 

 

○大渕分科会長 それでは、次に三つ目の議題に移らせていただきます。議題３につきま

しても、最初に事務局から資料説明を行った後、それに対する質疑応答を行う予定です。 

 それでは最初に資料３－１と３－２について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○諸永知的財産政策室長 経済産業省の知財室長の諸永でございます。 

 お手元の方に資料３－１、３－２というふうにお配りさせていただいております。そし

てあと、本日、委員の方々の机上の方には、今週月曜日、２月８日に公表いたしましたハ

ンドブックというふうなものも置かせていただいています。 

 まず一つ目でございますが、この１年間の不正競争防止法関係の最近の動きといったと

ころを御紹介させていただきたいと思います。資料３－１に沿って御説明いたします。 

 まず昨年、この場でも御報告いたしました改正不正競争防止法といったところが、昨年

７月10日に公布いたしまして、そして今年１月１日から施行というふうになっております。

そしてそれに伴いまして、様々な相談体制の強化とか、そんなところを行っていますので

御紹介したいと思います。 

 まずこの建物の２階にございますけれども、ＩＮＰＩＴの方で営業秘密に特化した相談

窓口といったところも、新設というか追加で設けさせていただきました。 

 そして１年間の相談件数なんですけれども、240件といったところを超えております。

これも最初の半年ぐらいのところは、やはりこういうような取組を始めたというような周

知活動といったところで、なかなか件数自体が増えていくといったものではなかったので

すが、昨年の後半のところは、寄せられる相談件数も増えてきています。 

 そして相談の中身なのですけれども、もともと考えていたような中小企業の方々からと

いった相談件数が、やはり半分を超えるといったところでございますが、中身としても、

どうやってまず営業秘密といったものを分ければいいのか。そしてそれをオープン・アン

ド・クローズといったところで、どう特許のような形で出願するのか。若しくは守るのか
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といった御相談であったり、そしてどういうふうな形で、保護であるとか管理といったと

ころを行っていけばいいのかというふうな相談が多いというふうに伺っております。 

 それらのところの対応をまだ、今のところ、弁護士の方への相談といったところにとど

まっておりますけれども、今、その下、この後御説明しますが、警察との連携といったと

ころも深めているところでございますので、今後は警察への相談といったところに関して

も、このＩＮＰＩＴなどにまず相談いただいてといった件数も、増えてくるのではないか

というふうに思っております。 

 そして、その下、警察との連携でございますが、この１月１日から施行される部分に関

して、特に営業秘密保護対策官といったところを、各都道府県の都道府県警察本部の中に、

１人以上設けていただきました。これはやはり営業秘密といったところが、例えば何とか

警察署といったところに行っても、専門に御担当いただいている方がいらっしゃいません

ので、なかなか警察との相談といっても、すぐに御相談された方、警察の方も詳しくなか

ったりする場合があるのですけれども、この１月１日からは各都道府県警の方に１人ずつ、

こちらの方を常に見ている方がいらっしゃるという状態になっております。 

 このようなことで、各都道府県警の方においても、何とか企業の方々との連携を深めて

いきたいといったところで、今、地方の、例えば企業の方が集まるようなセミナーである

とかシンポジウム、こんなところにも、もちろん経済産業省もお邪魔するとともに、警察、

各都道府県警のこの保護対策官の方もお邪魔するようなところで、例えばセミナーに登壇

させていただいたり、そして名刺交換などをさせていただくようなところで、まず一生懸

命、企業の方との接点を広げていきたいという形で、警察の方も動き始めております。 

 そして三つ目でございますが、それに向けて、企業の方でどのような対策をとればいい

のかといったところで、「秘密情報の保護ハンドブック」といったところを、この２月８

日の日に発表させていただきました。 

 詳しくは、お手元の３－２という青い表紙の部分で御説明したいと思います。 

 まず１枚おめくりいただきまして、ページ１枚目でございます。 

 こちらも、昨年のこの場でも御紹介しましたが、まず営業秘密に関して、不正競争防止

法の公的保護を受けるレベルといったところを、営業秘密管理指針といった形で昨年１月、

どういうような秘密管理を行っていれば、営業秘密に該当するのかといったところの指針

を定めております。 

 今回定めていくところは、旧指針、昨年１月より以前の指針においては、指針自体と更
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に対策といったものがセットになっていたのですが、指針の部分では、まず最低限の営業

秘密として法的保護を受けるレベルといったところにとどめさせていただきまして、さら

にその営業秘密というよりも、秘密情報、営業秘密よりもっと広い概念で、企業の中に情

報をとどめておくというふうなものの管理体制をどのようにしていけばいいかというふう

なベストプラクティスを集めたようなものを、ハンドブックという形で、このたび公表さ

せていただきました。 

 こちらの方なんですけれども、下の検討の経緯といったところで、まず経産省内にその

検討を行っていくような研究会を立ち上げまして、そしてこちらの分科会の更に下部の組

織でございますけれども、営業秘密保護・活用に関する小委員会といった場で御報告させ

ていただきまして、昨年末より、パブリックコメントをかけさせていただきまして、この

２月８日に公表させていただきました。 

 具体的な中身なんですけれども、２ページ目をご覧ください。 

 今回、この対策といったところで、まずやはりその情報漏えいの経路という形で、従業

員の方であったり、若しくは従業員を辞められた退職者の方であったり、そして取引先で

あるとか、あとネット上の不正なアクセスというふうな外部といったところからの漏えい

のルートが多いのですが、そんなところに、それぞれ誰向けの対策ですかといったところ

に加えまして、それぞれの対策を目的ごとに整理させていただきました。 

 その対策自体は、何のためにやるのですかといったところを示すことによって、例えば

企業の方でも、このハンドブックに書かれた対策を、全て対策をとるといったところは、

重複するものもございますので、なかなか難しいところがございますが、それぞれの企業

の状態に応じて、取捨選択というか、できるところから始めていただこうという意味で、

対策の目的といったところを整理させていただきました。 

 まず左側の部分で、物理的・技術的な防御といったところで、まず接近の制御、近寄り

にくくするというふうなところです。アクセス権のない人にその情報を渡さない、見せな

いというところの一つ目の対策。 

 そして二つ目が実際にその秘密を持って、その情報に接した方が持ち出さないというふ

うなところの持出し困難化というふうな対策を御紹介しております。 

 そして三つ目、四つ目でございますが、右側の方で、まず何か悪いことをしようと思っ

た人が「でもやはり見つかるからな」といったところの視認性を高めていくというふうな

ところを御紹介しております。 
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 そして４番目が、秘密管理性といったところに関わってくるのですが、秘密であること

が、しっかりと当事者同士が認識していくというふうなところの御紹介をしております。 

 そして五つ目といったところが、下の方にございますけれども、企業に対して、そうい

うふうなことを、帰属意識を高めていこうといったところで、信頼性を高めていく。若し

くは取引先であっても、お互いの信頼関係を高めていくといったところの取組を御紹介し

ております。 

 そしておめくりいただきまして、このハンドブックの流れでございますが、今のような

対策を行っていくといったところの３ページ目でございますが、そもそも対策を打ってい

く前に、企業内におきます情報の洗い出しというか、企業内にどういうふうな情報がある

のかといったところの整理を行っていただきたいといったところを、Ａで御紹介しており

ます。 

 そして二つ目が、それを秘密として管理を行うのか。若しくは公開なりオープンといっ

たところでやっていくのかといったところの御紹介をしております。 

 そして先ほど御紹介したような対策をＣといったところで、対策を選択していくという

ふうなプロセスを御紹介しております。 

 そして、更に今回のハンドブックの方で追加いたしましたところが、下の方にＸ．Ｙ．

Ｚ．とございますが、もう一枚ページをめくっていただきまして、４ページ目でございま

す。 

 今までのハンドブックといったところは、自社にもともとある、自社が生み出したよう

な情報に関してだったのですが、やはり大事なところで、取引先を含めて、若しくは共同

研究先を含めて、他社の情報に関しても、しっかりとした保護を行っていただきたいとい

うふうな意味で、他社の情報に関しても御紹介しております。 

 そして、Ｚといったところで、もしも、万々が一、情報漏えいに気付いた場合、どうい

うふうな対応をとればいいのか。初動といったところ、若しくは検知の仕方といったとこ

ろに関しても御紹介をしております。 

 そしてＸといったところで、これはやはりこういうような対策を企業にとっていただく

ときに、経営層の関与といったところが非常に大事になるといった点と、そして横断的な

チーム、知財の関係の方、法務の関係の方だけではなくて、やはり営業マンであったり、

若しくは技術関係の研究の方であったりといったところも含めて、意識を高めていただき

たいといったところで、横断的な組織が必要といったところをまとめております。 
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 そして参考資料といったところで、契約のひな形であるとか、相談窓口、先ほど申し上

げた県警本部の連絡先の一覧といったところなどを、御紹介しているところでございます。 

 そしてハンドブック自体でございますが、中に幾つかコラムのような形で、企業の取組

の事例を御紹介しております。 

 今日、その中でも分かりやすいものといったところ、７ページ目、８ページ目、９ペー

ジ目といったところに、中小企業の方で取り組まれた事例を御紹介しております。こちら

の方は、やはり中小企業の方って我々、営業秘密と言ってお話を始めても、「うちは特許

も出していないし」というお話もいただくのですけれども、やはり秘密情報、営業秘密と

いったところって、特許など知財権を有しているというよりも、もっと広い概念で顧客の

情報であったり、技術のノウハウといったところがございますので、多分、企業活動を行

っているところで、ない会社というのはないと思っていますので、そんなところで是非管

理をしっかり行っていただきたいといったところ、ここで御紹介しているものは、その管

理をしっかり行った結果、業績の向上につながったというふうな事例を、ものづくりの観

点で、一つ目が金型のプレスの方で、取引先にもサンプル品を渡さないといった契約をし

っかり行っていますとかの御紹介であったり、若しくはメンテナンスのサービスを行って

いる方といったところが、二つ目の事例であったり、そして３番目が洋服、衣類のクリー

ニングで、もっと進化したケアメンテといったような形で行っている方々のノウハウを、

従業員の方にもブラックボックス化して、しっかりと管理を行っているというふうな事例

を御紹介させていただきました。 

 このようなところで、やはりハンドブックを出すからには、どんどん使っていただきた

いといったところで、お手元の方にも参考までに配っていますけれども、赤い参考資料２

といったところで、まずどこから始めればいいかといったところを、中小企業の方である

とか、我々がいろいろなところを回っていくときに、お持ち帰りいただくような形で、

我々のハンドブックの索引のような形で使っていただきたいといったところでお配りして

いるところです。 

 このようなことを通じて、しっかりと、引き続き営業秘密の保護、そして秘密情報の保

護といったところを高めていきたいと思っていますので、御協力などもいただければと思

います。 

 以上でございます。 

○大渕分科会長 ありがとうございました。 
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 それではただいまの御説明に関しまして、御質問がありましたらお願いいたします。 

○中村委員 ものづくりの立場からお話ししたいと思います。 

 これは大変大事だと思います。特に中小企業というのは、この特許というのをよく分か

っておりませんが、せめて特許はすごいということは分かってもらいたい。この機密情報

というものも、機密情報と思っていなかったという場合があります。アイデアもすごいの

ですが、作るためのノウハウというのも非常に大事です。それから企業間同士では一体あ

の装置は何台ぐらい売れているのだろう、どんな技術がどうなっているのだろう。そうい

ったところが知りたいわけなので、社員自身が、それはどこまで話していいかどうか。こ

のハンドブックがあるということは、非常に中小企業としては、営業秘密の保護の面で大

事だと思います。 

 一応、そう感じましたので、述べます。 

○御供委員代理（亀井氏） ありがとうございます。 

 分科会長から、質問があればということでしたが、今、中村委員の御発言に触発されて、

質問ではなくて、まず法改正の過程、それからその後のフォローアップもしっかりやって

いただいていますし、その過程でも産業界の意見をいろいろ取り入れていただいていまし

て、非常に有り難く思います。 

 索引というふうにおっしゃいましたが、大部なハンドブックですので、立ったままにな

らないように是非、企業経営者、特に中小企業の皆さんがこれを活用していただけるよう

に、プロモーションといいましょうか。是非フォローして、今も企業セミナーなんかに御

参加いただいておりますけれども、是非続けていただければと思います。 

 知財協会としても、是非そういう機会をまたお願いしていきたいというふうに思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 

○伊丹委員 伊丹です。 

 私も、今の亀井様の御意見と大体同じなんですけれども、この「秘密情報の保護ハンド

ブック」、非常にすばらしいものを作っていただいて、中小企業の個別的な事例も入って

いるということで、これは我々、日本弁理士会としましても、是非中小企業をいろいろと

指導していく中で、こういったハンドブックの活用、促進に向けた取組をしてまいりたい

と思います。そのために是非効率的に、中小企業に対して、こういった普及活動ができる

ような協力といいますか、経済産業省も含めてご協力をお願いしたいと思います。 

 それと、先ほどの話に戻ってしまいますけれども、職務発明のガイドラインにつきまし
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ても、個別的な中小企業や大学の事例なども含めた案になっておりまして、我々としても

今後、この職務発明の規定の普及、特に中小企業の普及に向けて、会員の指導に当たって

いきたいと思います。こちらについても、特許庁と協力しながら、全国展開をしていきた

いと思いますので、是非よろしくお願いします。ありがとうございました。 

○野坂委員 やはり大変ハンドブックはすばらしいと思いますけれども、ほかの委員がお

っしゃられていたように、この大部なものと、このＡ３のこのペーパーと二本立てなのだ

と思うのです。 

 幅広く営業秘密、秘密情報の保護について、いろいろなレベルの従業員、あるいは経営

者トップまで分かりやすくアピールすることと、更に専門家というか、企業の担当者レベ

ル向けの細かい規定、これらのハンドブックは二本立てで分かりやすさ、そして周知徹底

するツールとして使っていただきたいと思います。 

 質問が一点あります。こちらの資料３－２に、具体的な企業の名前と事例が出ておりま

す。大変、先進的な事例で参考になりますけれども、このそれぞれの具体的なケースは、

ハンドブックにも触れていらっしゃるのですか。それを確認したいと思います。 

 そしてまたハンドブックに書かれているいろいろなノウハウがあります。恐らくいろい

ろな産業界、企業で、ノウハウを共有化して活かしていくことが大事だと思っていますが、

一方でまた共有化を超えるような個社ベースの努力も必要なのだと思います。 

 いずれにしても、日々、いろいろ取り巻く環境が変わっていくわけでありますので、こ

れを一回作れば終わりということでは恐らくないのだと思うのです。数年、どれだけのタ

ームか分かりませんけれども３年、５年あるいは10年たって、当然、世の中の動きに合わ

せた見直し、リバイスが必要であろう。そういったことも視野に置きながら、ともかくこ

の普及、周知徹底を図って、よりよく運用されるように期待しております。 

○諸永知的財産政策室長 ありがとうございます。 

 各委員の方々からも、普及が大事といった御意見もいただいていますので、我々も普及

に努めていきたいと思います。 

 そして野坂委員から、今、いただきました参考の事例なのですが、この我々のＰＲ資料

といったところには、個社の名前を出させていただいています。同じ内容に関しては、実

はこの分厚い方の本文の方にも、中身は記載しておりますが、個社名に関しては落として

います。 

 というのも分厚い方には、ここの三つの事例以外の様々な事例も載せているのですが、
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その幾つかに関しては、企業の方々からは、企業名を出さないでといって伺っているもの

も多いので、この分厚い方には、この３社も含めて企業名は出ていません。 

○飯田委員 ハンドブックについて、他社の情報の保護というところを新たに入れられた

ということで、大変意義があると思うのですが、例えば参考資料２のところには、その論

点が抜けていると思うので、当該論点の重要性を理解していただくために、強調した方が

良いのではと思います。 

 もう一点、先ほどからお話にあるように、このハンドブックは大変分厚い内容になって

いるので、全部読み込むことは難しいと感じます。現在大学における秘密情報の取扱いに

ついては、経産省の大学連携推進室で、大学向けのハンドブックを作られていますが、例

えば中小企業向けにもう少し簡易版のようなものを作られる御予定があるか御教示いただ

きたいと思います。 

○諸永知的財産政策室長 御指摘ありがとうございます。 

 正に我々も中小企業の方々向けに、この１枚物と分厚い物、ちょうど間のような、もう

少し簡単に取り組み、そして辞書的に使っていただく意味で、この分厚い方を御紹介でき

るような形で準備したいと思っております。よろしくお願いします。 

○君嶋委員 大学における秘密情報の管理・保護に関してでございます。大学あるいは研

究所というのは、研究成果の発表、あるいは他の研究者による検証や改良を経て、科学の

発展に役に立つという部分が大きいわけですけれども、一方で、企業等との共同研究など

で、研究成果をより社会に還元できるように、大学も努力しております。共同研究先等と

の関係上、あるいは研究成果のプライオリティーを確保するために、やはり秘密管理とい

うことが必要になってくるわけです。大学の中で秘密管理が重要になるとともに、あくま

でもそれは研究の発表や発展の一環として、あるいは社会に研究成果を普及させるという

見地からの秘密管理であるということで、大学としてもその部分を工夫していきたいと思

いますし、あるいは社会でもそういう目で、是非不正競争防止法の解釈・運用をしていた

だけるとよいと考えております。 

 意見でございますが、よろしくお願いいたします。 

○諸永知的財産政策室長 ありがとうございます。 

 大学における営業秘密というか、秘密情報の管理に関して、正に今、別のチームで検討

を始めたところなので、先生の御意見もお伝えしたいと思います。 

 



 －25－

４－４ 知的財産をめぐる最近の動向について 

 

○大渕分科会長 それでは、時間も押しておりますので、最後の議題に移らせていただき

ます。 

 議題４につきまして、最初に事務局から１年間の取組成果及び知的財産をめぐる最近の

主な取組について、資料説明を行った後、それに対する質疑応答を行います。 

 それでは、資料４－１と４－２について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○前田企画調査課長 企画調査課長の前田でございます。 

 それでは、議題４につきまして御説明申し上げます。 

 資料でございますけれども、このＺ折り、Ａ３の資料４－１というもの、それからパワ

ーポイントで資料４－２というものを用意してございます。 

 まず私の方から、資料４－１に基づきまして、１年間の取組等につきまして総覧的に御

説明させていただきまして、後ほど資料４－２に基づきまして、個別に各担当から少し詳

しく御説明申し上げます。 

 資料４－１を見ていただければと思いますけれども、ここのタイトルにございますとお

り、私どもは企業活動の変化でございますとか、国際的な環境変化を踏まえつつ、「世界

最高の知財立国」の実現に向けまして、各種施策を実施してまいりました。 

 資料４－１におきましては、この１年のそれらの取組につきまして、三つの束に分けて

整理してございます。 

 まず我が庁のコアビジネスでございます権利付与に関する取組を左側、Ⅰ．世界最速・

最高品質の知財システムの実現として整理してございます。次に地方創生、中小企業育成

という観点から、幅広い支援を行っておりますけれども、それらにつきまして右上、Ⅱ．

地域中小企業等への知財支援として整理してございます。更に右下でございますけれども、

企業のグローバル化を支援する取組といたしまして、Ⅲ．知財システムの国際化の推進と

して整理してございます。 

 それでは、左上に戻っていただきまして、少し個別に御説明を申し上げます。 

  まず一つ目、１．審査の質向上に向けた取組でございます。私どもの審査結果が諸外

国でも尊重され、また紛争の際にも無効とならないようにするための品質管理でございま

すとか、ユーザー評価、審査品質管理小委員会からの御提言等に基づきまして、種々の取

組を実施しております。これにつきましての詳細につきまして、後ほど御説明申し上げま
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す。 

 ２．特許の施策成果でございます。おかげさまで、任期付審査官を約100名、継続して

確保することができました。権利化までの期間短縮に取り組んでおるところでございます。 

 先ほど、ＴＰＰで請求から３年以内に権利付与というお話がございましたけれども、権

利付与まで３年以内の割合は12年末で80％でございましたけれども、15年末で99.6％とな

っております。これには、先ほど話にありました除外期間を含んでおりませんので、ほぼ

100％、３年以内に権利付与が行われているかなというふうに考えているところでござい

ます。 

 続きまして二つ目の三角、基準関連でございます。予見可能性、透明性を更に高めると

いう観点から、全面改訂を行いまして、10月に公表したところでございます。これにつき

ましても、詳細は後ほど御説明申し上げます。 

 さらに特許権の早期安定化の観点から、特許異議申立制度を４月から開始いたしたとこ

ろでございます。 

 次に移っていただきまして、意匠でございます。 

 ハーグ協定に加盟させていただきまして、無事、発効となりました。昨年５月から受付

を開始しておりますけれども、一つの出願で、多数の国への出願の効果が得られるという

ことでございまして、企業のグローバル活動を支援することになろうかと思っておるとこ

ろでございます。 

 さらに二つ目の三角でございますが、画像意匠につきまして、公報検索支援ツールの提

供でございますとか、基準改訂案をとりまとめました。これにつきましても、後ほど御説

明申し上げます。 

 ４．商標でございます。音ですとか色など、新しいタイプの商標につきまして、４月よ

り受付を開始しております。現在1,150件の出願、登録は40件というふうになってござい

ます。 

 基準につきましては、現在、改訂案をとりまとめ、パブリックコメント中でございます。

後ほどまた更に御紹介申し上げます。 

 ５．情報関連、特許情報の普及・活用に向けた取組でございます。これまでＩＰＤＬと

いたしまして、特許情報の検索環境をインターネットで提供してまいりました。それを更

にユーザーインターフェイスでありますとか、内容を向上いたしまして、J-PlatPatとし

て全面刷新し、昨年の３月から提供させていただいております。 
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 さらにシンガポールなど外国特許情報を提供するものとして、FOPISERというものも、

８月から提供を開始してございます。 

 さらに情報普及活用小委員会を設置いたしまして、特許情報の普及でございますとか、

活用施策の在り方につきまして、現在、議論を進めているところでございます。 

 ６．営業秘密でございます。これにつきましては、先ほど御説明させていただきました

とおりですので、割愛させていただきます。 

 ７．職務発明、８．特許料金、９．特許法条約等につきましても同様でございますので、

割愛させていただきます。 

 それでは右上に上がっていただきまして、大きな束としてⅡ．地域中小企業等への知財

支援でございます。私ども地域中小企業等の多様なニーズに応じた幅広い支援を実施して

おるところでございます。 

 まず一つ目でございますけれども、知財総合支援窓口の機能強化でございます。知財総

合支援窓口に、知財の専門家、弁理士であるとか弁護士を週に１回以上配置することによ

って、より高度な相談を受けられる体制を構築しているところでございます。 

 さらに先ほど職務発明規程についてもお話がございましたが、やはり中小を中心として

まだまだ職務発明規程の整備ができてございません。そういった観点から、専門家を置く

ことによって、支援体制を整備しているところでございます。 

  ２．海外展開支援でございます。中小企業も海外へ出て行かざるを得ない状況がござ

います。そういった観点から、外国出願に要する費用の補助でございますとか、更に海外

知的財産プロデューサーといった人的な支援を実施しているところでございます。 

 ３．知財金融の促進でございます。知財を評価して融資を受けたいという要望があるわ

けでございますけれども、知財自体をどう評価していいか分からない。さらには金融機関

自体も二の足を踏んでいるという実態があろうかと思います。 

 そういった観点から、知財ビジネス評価書の作成支援でございますとか、金融機関向け

のマニュアルを作成しているところでございます。 

 さらに、ここにシンポジウムとございますけれども、先月末に大宮の方で開催させてい

ただきまして、こういった取組を通じて、金融機関の融資を促進する取組を実施している

ところでございます。 

 ４．技術文献等の調査支援でございます。J-PlatPatという形で、検索環境の提供をし

てございますけれども、中小企業が自ら検索するというのは、まだまだハードルが高うご
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ざいます。そういった観点から、研究開発、出願、審査請求、それぞれそういった各段階

におけますニーズに応じた包括的な支援を開始しておるところでございます。 

 ５．巡回特許庁の実施でございます。昨年７月でございますけれども、巡回特許庁を大

阪で開催いたしました。２月に沖縄、更に今後、愛知で予定しているところでございます。 

 この巡回特許庁におきましては、出張面接でございますとか、知財に関する個別相談対

応等を同時に実施しておるところでございまして、こういった取組を通じながら、各地域、

地方についてもリーチしていきたいというところでございます。 

 右下、Ⅲ．最後の束でございますけれども、知財システムの国際化の推進でございます。 

 まず一つ目でございますけれども、日本の強みを活かした知財環境の調和の推進でござ

います。 

 ここにございますとおり、主要五庁の枠組みでございますとか、先進国グループの会合

を通じまして、制度運用のルール形成を推進しておるところでございます。 

 また、意匠につきましては、五庁会合を2015年12月に開催してございます。更に６月に

は、日中審判専門家会合を初めて開催したところでございます。 

 ２．世界最速最高品質の審査結果の発信でございます。 

 まずＰＰＨ関連でございますけれども、参加国の拡大でございますとか、運用の改善を

進めているところでございます。 

 さらにＰＣＴにおきましては、国際調査・予備審査の管轄を拡大し、特に米国で受理さ

れましたＰＣＴ出願の調査を開始したところでございます。 

 さらに米国とは、日米に出願されている同じ出願につきまして、情報交換しながら、同

時に審査を行う協働調査を８月に実施したところでございます。 

 こういった取組を通じまして、審査の質の向上を推進していきたいというところでござ

います。 

 さらに２．の最後でございますけれども、グローバルドシエでございます。これは我が

庁の審査経過を外国庁へ提供するものでございますが、日本でどのような先行文献が引か

れ、さらに拒絶理由はどういうふうに書かれ、最終的にどういったクレームで許されてい

るかというのを、外国庁が知ることが可能となります。 

 これによりまして、日本で権利をとれば、外国庁におきましても同様の審査が行われ、

早期に権利の取得が可能となることを目指しておるというところでございます。 

 最後、３．日本の知財システム浸透による知財環境の底上げでございます。これは、日
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本の審査官を海外庁に派遣したり、諸外国から審査官を受け入れること等によりまして、

我が国の審査手法と、我が国の制度・運用の浸透を、新興国を中心として図っていこうと

いうものでございます。 

 例えばシンガポールにおきましては、上級審査官として特許審査官を３年間、長期に派

遣するといった取組を進めているところでございます。 

 こういった取組を通じまして、日本企業のグローバル展開を、さらに海外においても支

援していきたいというところでございます。 

 以上、駆け足となりましたが、資料４－１に基づきまして、この１年間の取組の成果を

御紹介させていただきました。 

 引き続きまして、資料４－２に基づきまして、個別に御紹介申し上げたいと思います。 

 私の方からは以上です。 

○仁科総務課企画調査官 総務課企画調査官の仁科でございます。 

 引き続きまして資料４－２に基づきまして、御説明させていただきます。 

 資料の右下の方にスライド番号がございます。 

１枚めくっていただきまして、スライド１でございますが、目次を掲載してございます。

私の方からは、このⅠ－１の審査の品質管理の取組につきまして、御説明させていただき

ます。 

 スライド３までお進み下さい。 

 スライド３の冒頭に記載の、事業や研究開発のグローバル化に伴いまして、制度ユーザ

ーの皆様の権利取得の予見性を高めまして、また更に取得後の権利も有効に活用していた

だくために、「審査の質の維持・向上」というものが必要となっております。 

 このような状況を受けまして、特許庁では、「強く・広く・役に立つ権利の設定」など

をうたいました「品質ポリシー」を定めまして、公表の上、これに基づく審査を行うため

の品質管理システムを構築してまいりました。 

 このスライドの下の方にも書いてございますとおり、審査の質の向上に関する取組につ

きましては、我が国のみならず、海外の特許庁においても行われておりまして、いわば品

質競争といったような様相を呈している状況でございます。 

 次、スライド４に移っていただきたいと思います。 

 特許庁では、世界最高品質の審査を実現するという観点から、特許、意匠、商標、横断

的に様々な取組を行っております。スライド４では、その一部を御紹介させていただきま
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す。 

 まず左上に記載のとおり、特許では、外国特許文献調査の充実を行うとともに、その下

の意匠では国際意匠登録出願、商標では新しいタイプの商標出願の審査を適切に行うため

の体制を整えております。 

 また、中央に記載のとおり、特許、意匠、商標ともに、審査基準の改訂を行いますとと

もに、事業戦略まとめ審査ですとか、あるいは出願人・代理人の皆様との意見交換の機会

の拡充を図っております。 

 更に右上に記載のとおり、適切な審査結果を導くための審査官同士による意見交換を行

ったりですとか、あるいは全ての審査案件を対象としまして、管理職職員による品質チェ

ックを行ったりしております。 

 審査の質の向上のためには、質の把握というのも非常に重要でございますので、このス

ライドの下の方に記載しましたとおり、特許、意匠、商標の合計で110名を超える品質管

理官を任命しまして、品質監査を行ったりですとか、あるいはユーザーの皆様の評価をお

聞きするというような調査を行ったりしているところでございます。 

 スライドをめくっていただけますでしょうか。 

 スライド５に移りまして、スライド５では、特許庁の品質管理システムの全体像を御紹

介させていただいております。 

 このスライドの上の方にも記載させていただいておりますとおり、この品質管理システ

ムの整備・実施に関しましては、長官及び特許技監がその責任を負っているところでござ

います。 

 またスライドの中央部に記載しましたように、委員の皆様の資料ですとピンク色になっ

ておりますが、実体審査を行う審査部門と、緑色で記載しております品質管理施策の企

画・立案を行う部門、また水色で記載してございます質の把握・分析を行う部門が、相互

に緊張関係を有しながら連携することで、品質管理を行っております。 

 またスライドの下の方に記載してございますが、こちらの知的財産分科会の下部組織と

しまして、昨年度、審査品質管理小委員会を設置しております。庁内の品質管理の取組に

つきまして、この小委員会より、客観的なお立場から評価・助言をいただくような仕組み

になっております。 

 次に、スライドをめくっていただきまして、スライド６でございます。 

 このスライド６では、特許庁の内部の品質管理の取組と、審査品質管理小委員会との関
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係を表しております。 

上の方に書いてございますとおり、特許庁ではその内部で、自らＰＤＣＡサイクルを回

しまして、審査の質の継続的な改善を行っているところでございます。 

 また一方、下の方に書いてございます審査品質管理小委員会では、審査部における品質

管理の実施状況ですとか、実施体制に対しまして、評価や改善提言を行っていただきまし

て、これを特許庁のＰＤＣＡサイクルの中に取り込むというような仕組みを構築してござ

います。 

 昨年度の評価の結果ですとか改善の提言につきましては、このスライドの下の方に記載

してございますとおり、審査品質管理小委員会の報告書としてまとめられまして、昨年４

月に公表されているところでございます。 

 また、今年度の取組につきましては、昨年12月に、この小委員会から中間評価、あるい

は中間の改善提言というものをいただいておりまして、またこの３月には、年度を通じま

しての評価ですとか改善提言をいただく予定でございます。 

 次、スライド７に移っていただけますでしょうか。 

 スライド７は、審査の質に関するユーザーの皆様によります評価の結果の一部を掲載さ

せていただいております。 

 国内出願における質全般の調査結果を掲載しておりますが、昨年の調査結果と比較は可

能となっております特許につきましては、このスライドに記載しましたとおり、５段階評

価の４以上の評価の割合が、過半数を超えるような結果になっておりまして、審査の質の

向上に向けた取組の効果が、一定程度見え始めているものと認識しております。 

 冒頭に申し上げましたとおり、各国特許庁が品質競争にしのぎを削っている状況でござ

います。日本国特許庁としましても、この競争に打ち勝つべく、これまで整備してまいり

ました品質管理システムを活用しまして、技術の変化ですとか、あるいは商取引の変化に

合わせました世界最高品質の審査の実現に向けた取組を、今後も推進してまいりたいと思

っております。 

 また同時に、質の高い審査結果を海外にも発信することを通じまして、我が国企業のグ

ローバルな活動の支援をしてまいりたいと思っております。 

 私の方からは以上でございます。 

○田村審査基準室長 次に、審査基準室の田村から、特許・実用新案審査基準等に関する

取組を紹介させていただきます。 
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 ９ページをご覧ください。 

 「特許・実用新案審査基準」及び「特許・実用新案審査ハンドブック」を全面的に改訂

し、昨年10月より運用を開始しました。これらの改訂は、本知的財産分科会に設けられま

した特許制度小委員会の審査基準専門委員会ワーキンググループの第１回から第６回の御

審議の内容に従って行いました。 

 また昨年10月に「ＰＣＴ国際調査及び予備審査ハンドブック」を新たに策定・公表し、

運用を開始しました。これらは全て英文でも公表し、国際的に発信しています。 

 審査基準等については、二つ目の四角囲みにありますとおり、基本的な考え方や審査官

の判断手法を明確な論理構成で説明しました。 

 審査ハンドブックには、特許が認められる例と認められない例のバランスを考慮しなが

ら事例372件、裁判例193件を掲載し、審査基準の考え方を深く理解できるようにしました。 

 また、図表を活用するとともに、一文を短文化して、簡潔かつ明瞭な記載としました。 

 改訂及び策定の結果、審査基準等の考え方が、より分かりやすくなり、また特許が認め

られる例を充実させたことなどにより、国内外の制度ユーザーにとって権利取得の予見性

が高まることが期待されます。 

 また審査官の判断手法等の透明性が向上することにより、国際的にも我が国の審査結果

への信頼感が醸成され、審査基準等の考え方が他国にも採用されるグローバルスタンダー

ドとなれば、国内の制度ユーザーの方々の他国での権利取得も行いやすくなることが期待

されます。 

 10ページをご覧ください。 

 昨年の６月５日にプロダクト・バイ・プロセス・クレーム、いわゆるＰＢＰクレームに

ついて最高裁判決が下されました。判決では、「物の発明について、請求項にその物の製

造方法が記載されている場合に発明が明確であるというためには、出願時において当該物

をその構造または特性により直接特定することが不可能であるか、またはおよそ実際的で

ないという事情、いわゆる不可能・非実際的事情が存在するときに限られる」旨、判示さ

れました。 

 この最高裁判決を受けまして、第６回の審査基準専門委員会ワーキンググループで御審

議いただいた内容に従って、昨年７月６日に、ＰＢＰクレームの発明の明確性に関する当

面の弊庁の取扱いを公表しました。また、先ほど述べました改訂審査基準、改訂審査ハン

ドブックにも当該取扱いの内容を反映しました。 
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 ＰＢＰクレームの明確性についての審査は、次のページ、11ページのフローのとおりに

行っております。11ページをご覧ください。 

 一番上のブルーの四角囲みにおきまして、物の発明について「その物の製造方法が記載

されている場合」に該当するか否かを検討し、「製造方法が記載されている場合」に該当

しなければ、右側に進み、拒絶理由はありません。右上に挙げております「樹脂組成物を

硬化した物」などは、単に状態を示すことにより構造または特定しているものにすぎず、

ＰＢＰクレームではないものとして判断することを審査ハンドブックに例示し、明確化し

ています。 

 ＰＢＰクレームに該当すると判断された場合には、二つ目のブルーの四角囲みの判断に

進み、その出願時において、「その物を構造または特性により直接特定することが不可能、

またはおよそ実際的でない」という「不可能・非実際的事情」が存在するか否かを判断し

ます。 

 事情が存在すると判断されれば右側に進み、拒絶理由はありません。事情が存在しない

と判断された場合には、明確性要件違反の拒絶理由が通知されますが、出願人の方が黄色

の四角囲みの部分に進み、クレームの補正、若しくはクレームを補正することなく、「不

可能・非実際的事情」が存在することを意見書等において主張・立証することにより、拒

絶理由が解消される旨を表しております。 

 10ページにお戻りください。 

 ＰＢＰクレームについては、第６回の審査基準専門委員会ワーキンググループにおいて、

その判断に資する事例を、今後、審査ハンドブックにおいて充実させていくこととされま

した。 

 「不可能・非実際事情」については、どの程度、どのように不可能・非実際的事情を主

張・立証すればよいのでしょうか、といった御質問をいただきました。そこで昨年の11月

25日に不可能・非実際的事情の存在が認められ得る主張・立証の参考例を公表しました。 

 また先ほど「樹脂組成物を硬化した物」などはＰＢＰクレームに該当しない旨を説明さ

せていただきました。そのようなＰＢＰクレームに該当しない例の充実化についても御要

望をいただきましたので、本年１月27日に、ＰＢＰクレームに該当しない例を39例、新た

に追加し、公表しました。 

 これらの情報は弊庁ホームページに一元化して掲載しております。 

 今後もＰＢＰクレームの取扱いについては引き続き検討を行い、本年４月上旬を目途に
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改訂審査ハンドブックを公表させていただきます。 

 12ページをご覧ください。 

 昨年の11月17日に、医薬品等の特許権の存続期間延長登録出願についての弊庁の審査基

準の考え方を否定する最高裁判決が下されました。 

 二つ目の四角囲みの部分をご覧ください。 

 最高裁判決では、「本件処分と先行処分がされている場合において、特許発明の種類や

対象に照らし、医薬品としての実質的同一性に直接関わることとなる審査事項について両

処分を比較した結果、先行処分の対象となった医薬品の製造販売が、本件処分の対象とな

った医薬品の製造販売を包含すると認められるときは、特許発明の実施に本件処分を受け

ることが必要であったと認められない。」と判示されました。 

 具体的な事件では、医薬品の先行処分と本件処分を比較し、赤字の「用法・用量」の部

分が異なることに基づき、先行処分の対象となった医薬品の製造販売が、本件処分の対象

となった医薬品の製造販売を包含するとは認められず、期間の延長を認めるべきである旨

の判決が下されました。 

 現行審査基準では、特許発明に「用法・用量」に係る記載がない場合には、処分におけ

る用法・用量の相違が考慮されず、延長は認められなかったところ、最高裁判決では、延

長を認めるべきであると判断されました。 

 この判決を受けて。第８回及び第９回の審査基準専門委員会ワーキンググループにおい

て御審議いただいた内容に沿った審査基準の改訂作業を進めています。 

 審査基準の改訂案では、最高裁判決の判示に沿った判断を行うことを明確にしておりま

す。今後、改訂案に対するパブリックコメントを踏まえ、速やかに改訂審査基準を公表さ

せていただきます。 

 13ページをご覧ください。 

 食品の機能性に関する研究開発が盛んに行われていることなどを受け、食品の用途発明

に関する審査基準について、第７回及び第８回審査基準専門委員会ワーキンググループに

おいて御審議いただきました。 

 二つ目の四角囲みの部分をご覧ください。 

 現行審査基準では、「食品分野の技術常識を考慮すると、公知の食品の新たな属性を発

見したとしても、通常、公知の食品と区別できるような新たな用途を提供することはな

い」としています。 
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 そのため、現行審査基準では、公知の食品の新たな属性を発見したとしても、用途限定

を付した食品の請求項の新規性が否定されて、特許保護を受けることはできません。 

 審査基準専門委員会ワーキンググループにおける御審議の結果、食品に関する発明の請

求項に用途限定がある場合にも、他の技術分野と同様に、用途限定が請求項に係る発明を

特定するための意味を有するものとして認定することとなりました。 

 現在、この審議結果に従った審査基準の改訂作業を進めています。今後、改訂案に対す

るパブリックコメントを踏まえ、速やかに改訂審査基準を公表させていただきます。 

○山田意匠課長 それでは、意匠に関する１年の取組を御報告差し上げます。意匠課長の

山田でございます。よろしくお願いします。 

 15ページをご覧ください。 

 この15ページのところでは、長きにわたりまして、御議論をしてきていただきました画

像を含む意匠の保護に関する取組について、まとめさせていただきました。 

 15ページ目の右側の枠囲いのところに、画像を含む意匠の保護に関する具体的な取組と

いたしまして、昨年の分科会以降、審査基準ワーキンググループにおきまして、画像を含

む意匠についての審査基準の案をとりまとめさせていただきました。 

 昨年暮れになりますけれども、12月18日に意匠制度小委員会、こちらの方に報告を差し

上げまして、その後、パブリックコメントを経ております。特に問題はなく、パブリック

コメントの意見をいただきましたけれども、問題なく審査基準をお認めいただいておりま

す。 

 この改訂意匠審査基準をとりまとめたことをもちまして、今、全国各地、11か所、14回

にわたりまして、この画像デザインに関するところの説明会、あわせまして、このハーグ

協定、ジュネーブ改正協定の運用に関するところの説明会を差し上げているところでござ

います。 

 要点だけ申し上げますと、今度は左の枠囲いの下の方をご覧になっていただければと思

います。 

 改訂された審査基準の内容といたしましては、現行法制下のもとにおきます物品にあら

かじめ記録された画像であること、これを要件としておりましたが、これを緩和させてい

ただきまして、物品に事後的に記録された画像についても「意匠」を構成するものと認め

まして、意匠登録の対象といたします。 

 これは４月１日から運用を開始する所存でございます。 
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 具体的な事例につきましては、説明会等で幾つか出させていただいておりますので、そ

ちらをご覧になっていただければと思います。 

 意匠に関しては、以上でございます。 

○青木商標課長 続きまして、商標について申し上げます。商標課長の青木でございます。

よろしくお願いします。 

 17ページをご覧いただければと存じます。一つ目は新しいタイプの商標でございます。 

 新しいタイプの商標につきましては、商標制度小委員会において熱心な御審議、それか

ら報告書のとりまとめをいただきまして、平成26年の商標法改正で成立いたしました。 

 そして27年４月から出願の受付を開始してございますが、ここの真ん中の表にあります

ように、出願件数にして2015年、昨年末現在ですが、出願件数1,150件、そして登録件数

は40件に及んでおります。 

 この件数、出願件数が多いか少ないかということにつきましては、一番下の棒グラフを

ご覧いただければと存じますが、例えばアメリカ、ヨーロッパ、これは日本よりもずっと

前に制度を導入してございますが、過去の調査に基づきますと、アメリカやヨーロッパが

何十年かけて重ねた出願件数に及ぶ件数が、日本では半年ぐらいで出願されたというふう

に見ております。 

 これは、日本のユーザーの皆様の、新商標に対する関心の高さ、あるいは商標の保護に

対する意識の高さを示す一つの例かと見ております。 

 次のページをご覧ください。次は、もう一つのトピックであります商標審査基準の全面

改訂でございます。 

 商標の方でも、審査の予見可能性や審査の一貫性を向上させるため、国内外のユーザー

にとって明確かつ分かりやすい基準を作るということで、商標審査基準全体の見直しを

2015年度及び2016年度の２年間でやっております。 

 これは、商標小委員会の下に商標審査基準ワーキンググループを設けまして、審議をい

ただいております。どのような内容についてやっているかといいますと、その下の表でご

ざいますが、2015年度、ここは商標の識別力についての審査基準の検討を行っております。 

 2015年度は既に５回、ワーキングを開催いたしまして、現在その改訂案についてパブリ

ックコメントに付しまして、その御意見を踏まえて、改訂案の決定を近々する予定でござ

います。改訂された基準は、今年の４月から施行する予定でございます。 

 次年度はその残された、また大きな課題であります公益的理由・私益的理由、特に商標
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の類似、そういったものについての審査基準、それから著名な人名等著名性に関する審査

基準、こういったものを中心に改訂の御議論をしていただく予定でございます。 

 以上です。 

○松下普及支援課長 続きまして、地域中小企業支援を担当しております普及支援課から、

まず20ページに基づいて御説明させていただきたいと思います。 

 前回の知財分科会以降、20ページの真ん中にありますけれども、総理が石川県、福井県

を訪問されたときに、中小企業の知財戦略強化を進めるべきという指示がございました。 

 それを受けまして、下の方に書いてございますような様々な政府決定の中で、地域中小

企業の知財面からの支援というのが求められているところでございます。 

 21ページ目、22ページ目に、実際にこの指示を受けて特許庁がどういう方向で支援を考

えているかというところを御紹介させていただいております。 

 五つの柱ということで書かせていただいていますが、21ページ目はどちらかというと、

地域という切り口からみたもので、先ほどの１．の知財総合支援窓口については、昨年末

現在で13万件くらいの相談があり、前年と比べますと、17％程度伸びております。 

 また、弁理士さん、弁護士さんなんかについても３割ぐらい活用が増えており、支援の

質・量とも増えているのではないかと思っております。今後、中小企業にとどまらず、中

堅企業などへの支援というものも、来年度からＩＮＰＩＴを中核として考えていきたいと

思っております。 

 また２．にありますような（１）やる気のある地域への支援ということで、補助金を今

年度から創設しましたり、（２）としては、金融機関との連携を深めるために、知財ビジ

ネス評価書というものを金融機関に提供する支援、これは26年度、20金融機関ぐらいでし

たけれども、今年度は約３倍に伸びているところでございます。 

 更に３．としては、橋渡し人材を地域に配置するといったようなところを、来年度拡充

していきたいと思っております。 

 また22ページ目、４．がＴＰＰでも注目を浴びております、海外面での支援というとこ

ろを書かせていただいております。 

 来年度考えている新しいところでございますと、（４）にありますように、地域団体商

標を事業としても成功させる、活用させるための支援というものを強化していきたいと思

っております。 

 また（５）にありますけれども、模倣品対策のみならず、③にありますような、いわゆ
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る海外での冒認商標の取消し費用というものについても、費用面からの支援というのを開

始できればと思っているところでございます。 

 また（６）これは日本商工会議所さんなんかと調整させていただいておりますけれども、

中小企業が海外で係争に巻き込まれた場合の係争費用を補助する保険というものの創設に

向けて、今、調整させていただいております。 

 また５本目の柱は、先ほどから再三出ておりますけれども、職務発明制度についても普

及と支援を両輪で実施していきたいと思っております。 

 23から26ページにつきましては、正に業種でありますとか、地域団体商標でありますと

か、海外という、そういう切り口から、より詳細に施策を紹介させていただいております

ので、後ほど御参照いただければと思います。 

 このような中小企業への支援を通じまして、地域の発展等に貢献していきたいというふ

うに考えております。 

 私からは以上です。 

○野仲国際政策課長 引き続きまして、知財システムの国際化の推進について御説明申し

上げます。国際政策課、野仲でございます。よろしくお願いいたします。 

 28ページをご覧ください。 

 まず特許庁といたしましては、産業財産権制度を通じて日本の産業を発展させるという

目的のために、国際面から見ますと、日本を含め、あらゆる国で知的財産権を円滑、かつ

予見性を高く取得し、活用できる環境、いわゆるグローバルな知的財産環境というものを

構築するための取組を進めております。 

 この基本的な考え方ですけれども、28ページの下の図にございますように、これまで進

めてきた世界最速最高品質の審査体制を構築するという、この目的に向けた長年の取組に

よる知見を活かしまして、その特許庁の強みを最大限活用し、海外知財庁との協力をしな

がら、最終的に、日本企業が知財を活用しやすい、グローバルな知財環境を構築したいと

考えております。 

 この過程におきましては、ユーザーの皆様からのフィードバックもしっかり受けまして、

これをグローバルな特許庁としての取組の精査に活かし、世界最速最高品質の審査体制を

更に良いものにしていくという正のフィードバックをかけるという形で、取組を進めてい

きたいと考えてございます。 

 その具体的な取組ですが、29ページにまいります。三つの大きな柱がございます。 
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 一つ目が、日本の強みを活かした知財環境の調和の推進、二つ目が世界最速最高品質の

審査結果の発信、３番目が日本の知財システムの浸透を通じた知財環境の底上げでござい

ます。 

 こちらにつきましては、次のスライドの成果のところと重なりますので、次のスライド

をご覧ください。 

 30ページにまいりまして、一つ目の柱、日本の強みを活かした知財環境の調和の推進で

ございます。こちらの方は主に先進国との取組になります。 

 こちらについては、特許ではＩＰ５、商標ではＴＭ５という枠組みがございますけれど

も、新たに意匠についてもＩＤ５というものを作りまして、それぞれの法域においてきち

んとそれぞれの連携を進めていくというかたちで、更に取組を進めております。 

 それから新しい分野として、審判につきましても日中審判専門家会合の第１回を開催し

たところでございます。 

 ２番目の柱、世界最速最高品質の審査結果の発信というところでございます。これにつ

きましては、これまでもやってまいりましたＰＰＨのさらなる拡大、あるいはＩＳＡ管轄

国の拡大、こちらについてはアメリカと管轄を結んだというところが非常に大きなところ

でございます。それから日米の協働調査も開始しております。 

 ３番目、こちらは主にＡＳＥＡＮ等の新興国、途上国との協力になりますけれども、日

本の知財システムの浸透を通じた知財環境の底上げということでございます。こちらにつ

いては、詳細は省略しますけれども、多くの人を招き、またあるいは審査官等を派遣する

等して、人的な貢献もきちっと進めているという状況でございます。 

 最後に参考としておつけしましたけれども、これらの取組を進めていくに当たって、特

許庁では世界中に専門家を配置しております。こちら、ジェトロの例でございますけれど

も、このような形で各国に人を配置し、昨年につきましては、新たに赤いところでござい

ますが、シンガポール、それからＵＡＥ、ドバイですけれども、こちらの方に、新たに専

門家を追加で派遣する等して、特許庁の情報収集、あるいは現地での企業の皆様のサポー

トということに努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○大渕分科会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に関しまして御質問がありましたら、お願いいたします。 

 ご覧のとおり、もう時間が非常に押しておりますので、１人当たり一、二分で手短にお
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願いできればと思います。 

 では亀井様、お願いします。 

○御供委員代理（亀井氏） ありがとうございます。 

 非常にいろいろな施策をとっていただいていて、頭が下がる思いでございます。これか

らも引き続きお願いしたいという点。 

 それから、二つだけ御質問とお願いをさせていただきます。 

 一つは職務発明制度でございまして、数年来の課題をきっちりと解決していただきまし

て、大変有り難く思っております。 

 法の施行が迫る中で、地方企業あるいは中小企業と申し上げていいか分かりませんが、

この問題自体、余りよく御理解でない企業が多数あろうかと思います。今、伺っていまし

て、窓口を設置されて支援体制を強化されているということは非常にいいことだと思うの

ですが、まだ制度をよく知らない人は、多分窓口にも来ないのではないかという気もしま

すので、窓口機能強化ということで、普及に向けての方法であるとか、予算措置であると

かということは、何かお考えあれば教えていただきたいというのが１点目です。 

 それから２点目は、知財環境の整備ということで、今、いろいろ課題に取り組まれてい

るわけですが、その土俵作りという意味では、やはり経済連携協定にどう取り組まれるか

というのは、非常に大事なのではないかと思います。 

 特にＴＰＰはどちらかというと、アメリカが描いた土俵に乗るという形ではなかったか

と思いますので、我が国が主体的にＥＰＡ、ＦＴＡに取り組む中の、特に知財章というの

がございますので、そういった情報もここの分科会で少し御披露いただけるといいのでは

ないかというふうに思いました。 

 以上です。 

○春田委員 連合の春田でございます。 

 まずは、職務発明のガイドライン、それから営業秘密保護のハンドブック、この策定に

つきまして、座長、それから事務局の皆様の御尽力に感謝申し上げたいと思っております。 

 先ほど来、企業への周知徹底という話も出ておりましたけれども、我々としましても、

従業員にも営業秘密の理解、認識向上を図れればというふうに思っておりますので、その

辺の支援ももしありましたら、御協力の方、よろしくお願いしたいと思います。 

 さて、質問が１点ございます。 

 我々、連合としましても、中小企業の底上げ、底支えということで活動を進めてまいっ
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ております。今回、今、話がありました中小企業の海外支援の展開に関してでございます。 

 資料の26ページに事業展開ということで、それぞれ支援の内容が書かれてございます。

右側の方には海外知財訴訟保険ということで、知財侵害に与えられるリスクへの対策とい

うことで書かれているということ。 

 それから、左側の方にも、②で防衛型侵害対策ということで、これも同じような内容か

というふうに思うのですが、知財侵害で訴える場合の弁護士への相談、訴訟準備・訴訟に

係る費用の支援となっています。少し重複感を感じるところでもありまして、中小企業の

皆さんからすると、どういった支援があるのかというのを、もう少し分かりやすく説明な

り簡素化を図っていただければ有り難いなというふうに思っているところがあります。 

 ただ、私も、今こうやって質問しておりますけれども、海外知財訴訟保険の内容だとか、

それから防衛型侵害対策の内容が分かっていない部分もございますので、もしその辺の重

複感も御説明いただくと有り難いと思います。よろしくお願いいたします。 

○大渕分科会長 それでは高山委員、中鉢委員の順番でお願いします。 

○高山委員 実務に全く携わっていないので、大変初歩的な質問になってしまって申し訳

ありません。 

 先ほど新商標の件数が大変多くなっているという御紹介があったのですけれども、特許

の出願件数とかは近年どのように推移しているのでしょうか。何かボトルネックになると

思われる事情があるようでしたら、それが何であるかをお聞かせください。 

○中鉢委員 細かいことかもしれませんけれども、ＴＰＰ協定を担保するための特許法改

正について、担保するためのという形容詞がついているのですが、ＴＰＰの動向如何によ

って実施するのかしないのか、ということではないという印象を私はもちろん持っている

わけですが、中には最近のトピックスで紹介されたように、日本における権利化が諸外国

に比べて劣後していた事実もありますので、これについてはＴＰＰの動向如何にかかわら

ず、法整備を遺漏なき万端整えていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○大渕分科会長 久貝委員、お願いします。 

○久貝委員 ありがとうございます。 

 今の御説明の中で、中小企業あるいは地域への知財の普及に関するいろいろな取組、御

支援を御紹介いただきました。大変盛りだくさんなものが入っておりますし、大変有り難

いことだと思います。 
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 私ども全国で514ほど商工会議所がございますし、これを是非ＰＲさせていただきたい

と思っております。 

 それから保険のお話もありましたけれども、これも是非私どもも協力いたしまして、こ

れが普及するように努力したいと思っております。 

 知財の活用、中小企業の活用の関係につきまして、まだまだ意識が低いという御指摘も

ございました。そのとおりだと思いますけれども、他方におきまして、もちろんこのよう

に特許庁の方で、非常に大変な尽力をいただいていますけれども、特許は権利でございま

すので、最終的にはやはり裁判で侵害から守ってもらえるという、そういうことが重要な

わけでありますけれども、いろいろなところで、日経新聞等でも出ておりますけれども、

やはり中小企業が知財侵害で裁判をした場合に、なかなか勝てないというか勝訴率が低い

というようなこと、あるいはその理由として、なかなか侵害の立証が難しいというような

ことが、指摘がございました。 

 これはもう特許庁の問題か、あるいは裁判所の問題かというと、どちらかというと司法

の問題だとは思いますけれども、そのあたりがやはり少し改善されないと、知財を持って

いてよかった、特許を持っていてよかったという、そういう実感がなかなか出ないという

こともございますので、是非そのあたりは今後の課題ということでお願いしたいと思いま

す。 

 それから地方の関係におきましては、地域団体商標の制度を拡充していただきまして、

大変有り難いのですけれども、昨年の春以降で、地理的表示というのが農水省で出ており

まして、もちろんこの両方の、それぞれのメリットがあると思うのですけれども、地方に

行きますと、どうしたらいいのだろうかという声も結構出ておりまして、もちろん両方と

ればいいではないかというのもあるのですけれども、それぞれのメリット、あるいはその

使い方等御指導いただければ、大変有り難いというふうに思います。 

 それからあと、全体の話としては、私どもは、経営者、中小企業、あるいは大企業の経

営者の集まりでございまして、若干、その経営者の中の、経営の中での知財の位置づけと

いうのが、最近余り議論が出ておりませんで、毎月一回、常任委員会とか、正副会頭会議

とか、日商とか東商でやっておりますけれども、少しこの議論が、知財の経営における重

要性とか、そういうものがなかなか出ておりません。 

 ここでは専門的な皆様の御意見が出ていて大変勉強になるのですけれども、経営者の中、

経営の中における知財というものを、是非今後の課題として取り上げていただきたいと思
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います。 

 以上です。 

○伊丹委員 伊丹です。１点だけお願いします。 

 今、世界最高速度・最高品質の審査の体制ということで、まさしくそのような形になっ

ており、ＰＰＨを利用して非常に海外展開するときにいいのですけれども、ただ一方で、

余りにもこの審査が早過ぎまして、特許になっていくタイミングと、実際の製品化のタイ

ミングがずれるという場合もあります。 

 そのような場合、実際にその製品化が遅れて、特許が製品の保護範囲に入ってこなくな

るという場合も生じます。 

 その場合、現在ですと、訂正審判とか、非常に限られた範囲しかできませんので、実際

その権利をうまく行使することができないという問題が生じていると思いますので、そこ

も含めまして、場合によっては、きちっと製品化のタイミングと、特許化のタイミングが

合わせられるような、そういうオプションみたいなものもあっていいのではないかと思い

ます。これは長期的な課題になるとは思いますけれども、是非御検討いただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○釘宮委員 釘宮でございます。 

 消費者問題の観点から申し述べたいと思います。 

 消費者関連では、高齢化の問題が非常に数多く起きておりまして、知的財産の活用によ

って、それらの問題の解決に寄与していっていただきたいということを期待しております。 

 例えば、福祉用具の開発であるとか、あるいは高齢者見守りのための器具の開発である

とか、そういったものに是非つなげていっていただきたいということでございます。 

 あと食の問題ですが、これは非常に消費者にとって最も関心の高い分野となっておりま

す。今般の審査基準改訂によりまして、食品の用途発明にも新規性を認めるというような

ことで伺いました。 

 この件について既に消費者庁とも確認をとりながら、改訂を進めていらっしゃるという

ふうに伺っているのですが、是非消費者に誤認を与えないように、周知を図っていただく

とともに、厳正な審査をお願いしたいと思います。 

 そして最後ですが、職務発明ガイドラインの件ですが、この問題につきましては、企業

とそれから従業員との間にコミュニケーションミスによる争いが起きないようにするとい
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うことが、今回の改正において、最も配慮を要する点ではないかというふうに考えており

ます。 

 「ＣＳはＥＳから」という言葉があるのですが、是非、従業員満足を実現することによ

って、消費者に対してよりよい製品、そういったものを生み出していただきたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○飯田委員 グローバルな知的財産環境について、予見性を高く権利取得するという点に

関しては、特許庁の様々な調査や取組であるとか、また弁護士会・弁理士会の取組によっ

て、ある程度強化できると思います。しかし、活用に関しては、使われてこその特許なの

で、活用を促進するための施策についてはやや不足しているのではないかという印象を持

っています。次年度以降の充実を願っております。 

○林委員 時間のないところすみません。３点だけ申し上げさせていただきます。 

 資料４－１の１年間の取組成果というのを拝見しますと、行政庁の中で特許庁はすごく

よく働いてきたのだなということが、実感されるのではないかと思います。 

 この中で２．地域中小企業等の知財支援の１．の知財総合支援窓口の機能強化ですが、

御紹介ありましたように、弁護士も窓口に配置させていただいておりまして、ただこれは

現在ほとんど月１回、せいぜい月２回のところを増やしていただいたという程度でござい

ます。 

 営業秘密や職務発明の制度を具体化するに当たりましては、特に規程類の整備とか、誓

約書など契約書の観点は、今回のハンドブックの参考資料についておりますひな形のとこ

ろにも１ページ、具体的に使うことが必要で、決してひな形をそのまま使ってはいけない

ということを注意書きしていただいているところではありますが、実際にはやはり弁護士

に御相談いただくことが、その効果を上げる上では必要だと思いますので、是非御活用い

ただきたいと思います。 

 ２点目なのですが、知財金融の促進、これ、非常に大事だと思うのですが、担保を取っ

てお金を貸すという形にとどまらず、知財を保有している中小企業を企業として評価して

融資していただけるよう、そちらの方向で進めないかなと思っております。やはり担保に

とるということは、知財の活用の点では、金融機関の担保に取られるというのは、決して

ベストの状態ではないと思いますので、それができないかということ、それから融資以外

の投資の場面を増やしていけないかと思っております。 
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 ３点目ですが、Ⅲ．の知財システムの国際化の推進の観点で、最後の３．日本の知財シ

ステムの浸透という点でございます。 

 活用について御意見が幾つかございましたが、やはり日本の知財制度を国際的にアピー

ルしていくためには、特許庁と裁判所とが協働して、国際的にアピールしていくことが必

要だと思います。 

 昨年の４月20日に知財高裁創立10周年ということで、伊藤長官のリーダーシップのもと

に、特許庁、日弁連、弁護士知財ネット共催で、国際シンポジウムを開かせていただきま

した。アメリカ、ドイツ、フランス、イギリスからも知財のトップの裁判官においでいた

だいて、模擬裁判をすることができました。 

 こういった取組を是非今後も続けていただきますようお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○前田企画調査課長 ありがとうございます。 

 まず一点、私の方からは、出願の件数について高山委員の方から御指摘があったかと存

じます。 

 それにつきまして、近年、出願件数は、ピーク時の42万件程度から10万件程度減ってい

るかと思うのですけれども、やはり電機系の会社の出願減が多いかと思ってございます。 

 他方、中身を少し分析させていただきましたが、出願年単位で結果的に登録される件数

について見ますと、10年前から漸増というか微増を示してございまして、結局は、特許権

として成立している数は増えてございますので、そういった意味では企業の知財戦略が高

度化し、出願したものは必ず権利を取る。また営業秘密として秘匿するものは秘匿すると

いうことが進んでいるのかなという観点が一点。 

 それから更にこの10年で見ますと、海外の出願が約1.4倍になってございます。そうい

ったことから、全体的なコストの観点から、出願を減らしているのかなというところも、

私どもとしては分析しているところでございます。 

 以上でございます。 

○中野制度審議室長 中鉢委員から御指摘のあった点についてお答え申し上げます。 

 ＴＰＰの担保と申しますのは、ＴＰＰ協定で要請されている内容で国内法に関すること

について、あわせて整備して、それで批准のために備える。批准のために必要になるとい

うことになりますけれども、ＴＰＰの加盟国をご覧になってもお分かりになりますように、

新興国が多くて、そこら辺の国々の知財の制度の整備がかなり遅れているというのもあり
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まして、制度調和で、どちらかというと、我が国が海外に、特に特許法と商標法に関して

我が国がマレーシアとかベトナムとか、そういったところに進出するに当たって、海外で

の事業の展開がやりやすくするようにという色彩が濃いということから、このようなこと

になっております。 

 御指摘のように、ＴＰＰの要請に限らず、足らざるところ、必要なところは条約と関係

なく、どんどんやっていくというのは当然と思っておりますので、肝に銘じて推進してま

いりたいと思います。 

○田村審査基準室長 釘宮委員からの食品の用途発明についての御意見と御質問に対して

回答させていただきます。 

 今回の食品の用途発明の審査基準改訂の検討に際しては、関係省庁とも連絡をとりなが

ら進めてまいりました。 

 今後の周知につきましても、引き続き関係省庁と連絡を取りながら、適切に行っていき

たいと思います。 

 食品の用途発明の審査の質に関しては、第７回の審査基準専門委員会ワーキンググルー

プにおいて、「食品の用途発明としての新規性を認めることとしても、進歩性、記載要件

等について適切な判断をしていくこととし、当該判断に関する事例を審査ハンドブックに

記載するように」との審議結果となりましたので、その結果を踏まえ、審査ハンドブック

の事例を充実させ、適正な審査を行っていく予定です。 

○青木商標課長 久貝委員から御指摘ございました地理的表示と地域団体商標について、

御説明申し上げます。 

 地理的表示法は、昨年の６月から出願の受付を農水省の方で開始した制度でございます

が、現時点で10件の登録があると承知しております。 

 この地理的表示法の創設に当たっては、農水省と特許庁でしっかり協力しまして、両制

度間の調整を行い、国民にとって分かりやすい制度の創設というものをしてまいりました。 

 そして実際には10件の登録のうちで、例えば「神戸ビーフ」とか「但馬牛」のように、

地理的表示もとるし、地域団体商標も登録を持っているというものもございます。特許庁

はまた農水省と協力しまして、地域団体商標と地理的表示、どういうふうに使ったらいい

のか、あるいは権利を取得するとすれば、どういうケースにはどうしたらいいか、そうい

ったものについての説明サイトを特許庁のホームページで公開しまして、利用者の皆様の

便宜に供しているところであります。 
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 また今後も、農水省と協力しまして、地方の支援、制度の普及や紹介をしていく予定で

ございます。 

○松下普及支援課長 私の方から、まず亀井様の方から御指摘いただきました職務発明に

関しての普及の予算が特別にあるのかということでございますけれども、それだけを切り

出したものはないのですけれども、説明会の予算などを活用しながら、まず皆さんの説明

会を増やしていくということが１点目。 

 それから２点目としましては、知財総合支援窓口であるとか、そういう人たちが、個々

の企業を訪問するといった予算がございます。そういう個別のアプローチをするという予

算など、いろいろな予算を組み合わせながら職務発明の普及を進めていきたいと思ってお

ります。 

 それから次に春田委員の方から御質問いただきました、保険と補助金との関係でござい

ますけれども、海外の知財訴訟保険というのは、現時点におきましては、中小企業の関心

の高いアジアを対象としての保険ということで今、調整が進んでいるところでございます。 

 やはりアメリカとか欧州だとリスクがまだはかれないというところで、引き受ける保険

会社というところがまだ見つかっていないところでございます。 

 そういう意味からしますと、アジアはもっぱら保険で、それから補助金の場合について

は、その他の地域についての係争であれば、ほかのそちらの補助金を使っていただくとい

うところです。過渡的な状況にありますので、一部重複感があるのかなというふうに感じ

ておりますが、いずれにせよ保険の姿が明らかになりましたら、また分かりやすく普及し

ていきたいなと思っております。 

 それから最後に林委員からの御質問でもありました、職務発明に関して言いますと、専

門家をできるだけ使うようにということについては、職務発明に関しての相談があった場

合、専門家に回すようにという通知を、１月に各知財総合支援窓口に回しておりますので、

今後、一層、専門家の活用が進むのかなと思っております。 

 また金融のところは正におっしゃるとおりで、我々も担保と取ることをターゲットとし

た、制度というよりは、むしろ知財を活用したビジネスを評価して、それを担保ではなく、

融資に結びつけられないかということをメーンのアプローチとさせていただきますので、

そちらを進めたいと思います。投資については、まずは金融機関の人をいかに知財の世界

に引き込むかということも、この事業ではメーンとして考えておりますので、まずは金融、

間接金融を中心にやっていければと思っております。 
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 そのほかいろいろな方々から御指摘、御意見をいただきましたけれども、それらについ

ては、来年度以降の施策の中に活かしていきたいと思っております。 

○野仲国際政策課長 私の方から国際面に関して御回答申し上げます。 

 まず亀井様、それから中鉢委員の方から、ＴＰＰですとか経済連携協定の関係の御指摘

をいただきました。 

 現在、ＷＩＰＯ等のマルチの場において、なかなか先進国と途上国の対立等もあって、

ルール作りが難しいという中で、ＴＰＰのような経済連携協定の中で、よりレベルの高い

制度を途上国等にきちんと均てんしていくというところが非常に重要なツールになってき

ていると思っております。 

 ＴＰＰの後にも、日ＥＵですとかＲＣＥＰですとか、いろいろな経済連携協定の協議が

今、続いておりますので、こういうところでも、日本の制度がきちんと展開できるように

対応していきたいと考えております。 

 それから飯田委員と林委員の方から、国際面での活用という点についても御指摘をいた

だきました。 

 本日最後のスライドで御紹介させていただいたように、ジェトロの専門家の拡充等も行

っておりまして、こちらでは現地で事業展開されている企業のサポート等進めております

ので、こういうところを是非御活用いただくとともに、施策としてもこれから更に拡充を

図っていきたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○前田企画調査課長 改めまして追加でお答えさせていただければと存じます。 

 久貝委員の方から、経営と知財という観点の御指摘があったかと存じます。 

 それにつきましては、企業経営層向けの企業コンタクトというのを実施してございまし

て、昨年度以来、中小企業にもその枠を広げて、種々コンタクトをしつつ、知財の重要性

について経営層に向けてもインプットしているところでございます。 

 更に加えまして、飯田委員の方から、知財は、活用されてこそというお話があったかと

存じます。 

 私どもそのとおりだと思ってございまして、来年度以降の新規事業でございますけれど

も、事業プロデューサーというものを新たに作らせていただきまして、中小企業を中心と

した企業の事業化、技術移転等について御支援してまいりたいというふうに考えていると

ころでございます。 
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 それから伊丹委員の方から、製品化のタイミングにおいて権利付与というお話があった

かと存じます。 

 それにつきましては、現在の制度的に申し上げますと、分割といった形で適時適切な権

利付与というのがあろうかなと思ってございます。またさらには、私ども、まとめ審査と

いう形で、企業の事業戦略に応じた適時適切な権利取得が可能となるように取り組みを実

施しているところではございます。 

 ただ、他方、さらなる権利取得時期の拡充といった意見もあることは承知してございま

して、また今後の課題とさせていただければと存じます。 

 私からは以上でございます。 

 

５．閉会 

 

○大渕分科会長 ありがとうございました。 

 最後に事務局から何かございますでしょうか。 

 特にないということですので、それでは、以上をもちまして、産業構造審議会第７回知

的財産分科会を閉会いたします。 

 なお本日の配付資料につきましては、机上に残しておいていただければ、後日、お送り

させていただきます。 

 それでは本日も皆様、長時間御審議いただきまして、どうもありがとうございました。 

 皆様お疲れさまでした。 

 


